
号はそのままで事業者を変更できる

ため、買い替え需要が高まることは

確実と見られる。しかし、事業者・メ

ーカーともに「始まってみないとわか

らない」と口を揃える。

割引サービスで食い止め

すでに各事業者とも、家族割引や

長期割引など各種割引サービスの拡

充を進めている。MNPを前に、加

入者の流出を食い止める「MNP対

策」の一環だ。なかでもボーダフォ

ンの「LOVE定額」は好評で、導入

した05年11月以降、10万以上も加

入者を増やした。

だが、ガートナー リサーチ インダ

ストリ・グループの光山奈保子・主席

アナリストは、「ボーダフォンはエリア

カバレッジや、端末の選択肢や魅力

度が上位2社に劣る。MNPで再び

加入者が流出する可能性も否定でき

ない」と指摘する。

海外の事例や各種調査によると、

MNPでは最大手の事業者から2番

手に加入者が流出する可能性が高

い。

シェアが最大で不利な立場になる

とされるNTTドコモは、06年前半に

加入者の囲い込みに動き出す。

6月には、現行のFOMAに採用さ

れているW-CDMAの拡張規格

HSDPA（High Speed Downlink

Packet Access）を搭載した新端末を

発表する予定。auの「CDMA 1X

WIN」に対抗する規格であり、ドコモ

でも「着うたフル」サービスが可能に

なることで、auへの移行に歯止めを

かけたいようだ。

HSDPA は規格上、下り最大

14.4Mbpsとなっているが、開始当初

は最大3.6Mbps、実際にはさらに下

回るとされる。現行のFOMAとの差

別化は難しく、当面、買い替え要因

にはなりにくいだろう。

また今春には、クレジットカード事

業に参入する。携帯電話の料金決済

など、カードと通信を連携させた新し

いサービスを提供することで、加入者

の囲い込みにつなぐ狙いもある。

大和総研の森行眞司シニアアナリ

ストは、「平均すると年間7～8万円

かかっている携帯電話の利用料金の

割引を特典にすれば、カードの会員

になる加入者は多いだろう」と語る。

国内第2位で、ドコモから加入者

が移行すると予想されるauは、「市場

にお客様が出てきてもらわないと取

れない立場にある。そう簡単にはい

かないだろう」（KDDI au企画部長・

菅隆志氏）と慎重な姿勢を崩さない。

半面、MNPが始まる下半期に勝負

をかける戦略で、一部メーカーには

すでに夏以降の増産を指示している
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にドライブがかかるのは07年以降に

なりそうだ。結果、06年度は加入者

がそれほど大きく伸びず、9400万加

入程度。端末出荷台数も前年を上

回るものの4500万台程度にとどまる

と見られる。

ここでは、①コンシューマー動向、

②法人動向、③端末メーカー動向に

分け、06年の携帯電話市場を予測し

てみる。

まず①のコンシューマー動向だが、

新サービスは開始時点でのインパク

トが弱いこと、新規参入やMNPが年

後半になることをふまえると、加入者

や端末出荷台数への影響はあまり大

きくないだろう。

1月28日にスタートする「モバイル

Suica」は、端末をかざすだけで駅の

自動改札機を入出場できるほか、コ

ンビニなどの店舗や自動販売機で利

携帯電話の加入者は2005年12月

末現在9017万7800万、普及率74％

と、国民の4人に3人が加入してい

ることになる。こうしたなかで、05年

度の端末出荷台数は、端末の高機能

化による買い替えサイクルの長期化、

番号ポータビリティ（MNP）前の買い

控えなどの影響もあり、前年度並み

の4259万台か、それをやや下回る

見込み。

06年度はMNPの導入に加えて、

「モバイルSuica」やモバイル向け地

上波デジタル放送（1セグメント放送）

といった新サービスの開始、新規参

入など話題の多い1年となる。この

ため、「買い替え需要を中心に、

久々に携帯電話市場が活性化する」

という見方もある。

しかし、新サービスの浸透には時

間がかかると見られ、買い替え需要

用可能になることから、これを機に

した「おサイフケータイ」への買い替

え需要が期待されている。

ただ、Suicaの対象エリアは首都

圏と仙台、新潟、J R 西日本の

「ICOCA」に対応する近畿圏に限ら

れている。またサービス開始当初は、

JR東日本が発行するクレジットカード

「ビューカード」以外では決済できな

いため、普及にはやや時間がかかり

そうだ。

4月1日に開始するワンセグ放送は

対応端末が少ない上、番組連携コン

テンツの具体的な話がまだ見えてい

ない。普及の呼び水になると期待さ

れる6月のワールドカップサッカーも、

時差の関係から日本では深夜の放送

となる。さらにエリアも、サービス開

始時は東名阪に限定されるので、買

い替え需要の起爆剤となるにはイン

パクトが弱いだろう。

一方、市場の変動要因となりそう

なのが11月のMNPだ。携帯電話番

移動体通信

テレコミュニケーション FEBRUARY 200626

MNPに新規参入と話題多いが
市場は緩やかな成長に

Suica、ワンセグの浸透には時間
加入者の流動は限定的か

携帯電話/PHS Po i n t !
①MNP前の囲い込みが活発化
②事業者は法人市場にシフト
③高速化と端末の充実でPHSの成
長は続く

図1 携帯電話サービスの国内市場予測
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